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入   札   公   告 

 

建設工事の請負について、下記のとおり事後審査型条件付き一般競争入札を執行しますので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により公告します。 

なお、この工事は、宇陀市電子入札システム（以下「電子入札システム」といいます。）による

電子入札案件です。 

 

令和８年７月２日 

宇陀市長 金 剛 一 智    

 

第１ 競争入札に付する事項                                 

 

（１）工 事 番 号 第 08-A016号  

工 事 名 道路維持事業 市道八滝 1 号線舗装補修工事 

（２）工 事 場 所 宇陀市榛原八滝地内  

（３）工 事 概 要 工事延長Ｌ＝２４０．０ｍ 

舗装打ち換え工Ａ＝１３３０㎡ 

路面清掃工 一式 

排水施設清掃工 一式 

（４）工 事 期 間 約９０日間 

（５）予 定 価 格 10,280,600 円（消費税及び地方消費税を含む） 

（６）入 札 方 法 電子入札［一般競争入札（事後審査型）を使用］ 

（７）最低制限価格  9,155,300 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

第２ 競争入札に参加する者に必要な資格                           

宇陀市建設工事等入札参加資格を有する建設業者であって、次に掲げる条件をすべて満たした者

のみが、この入札に参加することができます。 

１ 登録業種 舗 装 

２ 宇陀市登録等級 宇陀市内に本店を有する A等級 

３ 宇陀市建設工事等請負契約に係る入札参加資格停止措置要領の規定に基づく入札参加資格

停止を受けていない者 

４ 施工実績 

 過去１５年以内に竣工した登録業種工事の元請実績を有する者 

５ 配置技術者に関する条件 

次の条件を満たす技術者をこの工事を行う期間中１名配置できること。 

①入札説明書 別表の資格を有する者 

②過去１５年以内に施工した登録業種に係る工事の従事経験を有する者 

③入札日以前に３カ月以上の雇用関係にある者 

６ その他 入札説明書に記載されている条件を満たしていること。 

※入札に参加する資格の無い者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札は、無効とします。 
また、入札参加資格については、事後審査方式のため入札後において、落札候補者から提出され

た「事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書」及び「関係書類等」で審査します。 
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第３ 入札日程                                       

 

手   続   等 期間・期日・期限 場  所  等 

公告及び入札説明書の交付

（入札情報公開システムから

ダウンロードしてください。） 

令和８年７月 ２日（木） 

     ～ 

令和８年７月１６日（木） 

入札情報公開システムアドレ

ス 

https://www.epi-cloud.fwd. 

ne.jp/koukai/do/logon?name 

1=0620064007200700 

設計図書の交付 

（入札情報公開システムから

ダウンロードしてください。） 

令和８年７月 ２日（木） 

     ～ 

令和８年７月１６日（木） 

入札情報公開システムアドレ

ス 

https://www.epi-cloud.fwd. 

ne.jp/koukai/do/logon?name 

1=0620064007200700 

設計図書等に関する質問の 

受付締切 

令和８年７月 ９日（木） 

     午後１時まで 

FAX 又は E-mailにて受付。 

（FAX:０７４５－８２－３９００） 

（E-mail:soumuk@city.uda.lg.jp ） 

質問の回答 

（入札情報公開システムに掲

載いたします。） 

令和８年７月１０日（金） 

     午後１時（予定） 

入札情報公開システムアドレ

ス 

https://www.epi-cloud.fwd. 

ne.jp/koukai/do/logon?name 

1=0620064007200700 

入札書及び工事費内訳書の提

出 

令和８年７月１０日（金） 

     午後１時～ 

令和８年７月１５日（水） 

     午後５時まで 

 

入札（開札） 

 

令和８年７月１６日（木） 

     午後１時４５分 

宇陀市役所３階 会議室 

上記の期間は、宇陀市の休日を定める条例（平成１８年宇陀市条例第２号）第１条第１項に規定

する市の休日（以下「市の休日」という。）を除く午前９時から午後５時まで（正午から午後１時

までを除く。）とする。 

なお、電子入札システムの稼働時間は、市の休日を除く月曜日から金曜日までの午前８時００分

から午後１０時００分までです。 

 

第４ 事後審査                                       

 

入札者のうち、予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行

った者を落札候補者とします。 

開札後、速やかに落札候補者に事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書及び審査書

類の提出を求め、入札参加資格の確認を行った上で、落札候補者決定日から３日以内（休日を除く）

に落札者を決定します。 

 

第５ その他                                        

 

１．入札執行回数 

入札回数は１回とします。 

２．入札保証金及び契約保証金 

入札保証金は免除します。 

契約保証金は免除します。 
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３．入札の無効 

第２に定める競争入札に参加する資格のない者がした入札及び事後審査型条件付き一般競争

入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札は無効とします。 

４．入札中止条件 

この手続執行途中で、入札参加可能者が１者未満となったときあるいは入札時に入札参加者が

１者未満となった場合は、その段階で入札手続または入札を中止します。 

５．契約の不締結 

落札決定後、契約締結までの間に、落札者が入札参加資格の制限または宇陀市建設工事等入札

参加資格停止措置要領に基づく入札参加資格停止を受けた場合は、契約を締結しません。 

６．手続における交渉の有無 

無し 

７．当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の請負契約の相手方と随意契約により

締結する予定の有無 

無し 

８．事後審査型条件付一般競争入札における入札の事後公表は、落札者が決定された後に行います。 

９．電子ファイルの作成基準は以下のとおりとします。 

（１）電子ファイルでの提出を求める書類の作成に使用するソフトウェア及びファイルの保存形式

は次の各号のいずれかの方式によらなければならない。 

（ア）doc 形式（MicrosoftWord2016 で読み取りが可能なものに限る。） 

（イ）docx 形式（MicrosoftWord2016 で読み取りが可能なものに限る。） 

（ウ）xls 形式（MicrosoftExcel2016 で読み取りが可能なものに限る。） 

（エ）xlsx 形式（MicrosoftExcel2016で読み取りが可能なものに限る。） 

（オ）pdf 形式（Adobe Reader バージョン 2025.001.20997 で読み取りが可能なものに限る。） 

（２）電子ファイルを圧縮する場合、その形式は、ZIP 形式によるものとする。ただし、自己解凍

方式は認めない。 

（３）（１）及び（２）によらず提出された場合は、提出がないものとみなす。 

（４）電子ファイルを提出するに当たり、入札者は事前に当該ファイルがコンピュータウイルスに

感染（以下「ウイルス感染」という。）していないか確認し、ウイルス感染したファイルを添

付してはならない。ウイルス感染が判明した場合においては、入札執行者及び入札参加者は、

その再提出の方法について協議するものとする。 

１０．その他 

詳細は、入札説明書によります。 
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入 札 説 明 書 

宇陀市 総務部 総務課 

 

道路維持事業 市道八滝1号線舗装補修工事に係る入札公告に基づく事後審査型条件付き一般競

争入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとします。 

入札に参加する者は、下記の事項を熟知のうえ、入札しなければなりません。  

 

１ 公告日    令和８年７月２日 

 

２ 契約者    宇陀市長 金 剛 一 智 

 

３ 競争入札に付する事項 

（１）工 事 番 号 第 08-A016 号  

工 事 名 道路維持事業 市道八滝 1 号線舗装補修工事 

（２）工 事 場 所 宇陀市榛原八滝地内  

（３）工 事 概 要 工事延長Ｌ＝２４０．０ｍ 

舗装打ち換え工Ａ＝１３３０㎡ 

路面清掃工 一式 

排水施設清掃工 一式 

（４）工 事 期 間 約９０日間 

（５）予 定 価 格 10,280,600 円（消費税及び地方消費税を含む） 

（６）入 札 方 法 電子入札［一般競争入札（事後審査型）を使用］ 

（７）最低制限価格 9,155,300 円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 競争入札に参加する者に必要な資格 

入札公告に定めるもののほか、次に掲げる条件をすべて満たした者のみが、この入札に参加する

ことができます。 

（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による入札公告第２の表中「登録業

種」に対応する建設工事（以下、「登録業種工事」といいます。）の特定建設業の許可を受けて

いる者であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該

当する者でないこと。 

（３）入札公告の日から開札の日までの期間に、宇陀市建設工事等入札参加資格停止措置要領によ

る入札参加資格停止措置（以下、「入札参加資格停止」といいます。）を受けていないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立て（同

法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件（以下「旧更生事件」と

いう。）に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」と

いう。）第３０条に規定する更生手続開始の申立てを含みます。）をしていない者又は申立てを

なされていない者であること。ただし、同法に基づく更正手続開始の決定（旧更生事件に係る

旧法に基づく更生手続開始の決定を含みます。）を受けた者については、更生手続開始の申立

てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなします。 

（５）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条の規定に

よる廃止前の和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申し

立てをしていない者であること。 

（６）平成１２年４月１日以降に民事再生法第２１条に規定する再生手続開始の申立てをしていな

い者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を

受けた者であっても、再生計画の認可の決定を受けた者については、再生手続開始の申立てを

しなかった者又は申立てがされなかった者とみなします。 
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（７）建設業法第２７条の２３第１項の規程による経営事項審査（以下、「経営事項審査」という。）

が有効期間内にあること。 

（８）施工実績に関する条件 

過去１５年以内に竣工した登録業種工事の元請実績を有する者であること。ただし、特定建

設工事共同企業体の構成員としての施工実績は、代表者として施工したものにあっては出資比

率が２０％以上、その他の構成員として施工したものにあっては１０％以上の場合に限ります。 

（９）配置技術者に関する条件 

次の条件を満たす技術者をこの工事を行う期間中１名配置できること。 

・別表の資格を有する者 

・過去１５年以内に竣工した登録業種に係る工事の従事経験を有する者 

・入札日以前に３カ月以上の雇用関係にある者 

 

５ 電子入札に関する事項 

（１）電子入札システムにおいて、入札書の提出、開札、（くじによる）落札候補者の決定及び同

通知書の発行、落札者の決定及び同通知書の発行を行う入札であり、電子入札システムにより

入札書の提出ができない場合は、入札に参加できません。 

（２）電子入札システムの障害等やむを得ない事情が生じた場合には、紙入札に変更する場合があ

ります。 

（３）ＩＣカードの所有者名は、入札参加資格者本人（法人の場合は、代表者又は委任がある場合

は受任者）と同じであることが必要です。万一異なる状態で電子入札に参加した場合、入札が

無効となります。 

 

６ 入札方法等 

（１）入札書及び見積根拠資料（以下「入札書等」といいます。）は、電子入札システムにより提

出してください。 

（２）くじをする場合に使用するくじ番号を電子入札システムにより提出してください。 

（３）入札書等は電子入札システムにより入札書受付票が発行されたことをもって提出されたもの

とします。 

（４）入札者は、その提出した入札書等を引き換え、変更し、又は取り消すことはできません。 

（５）落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当する額を加算し

た金額をもって落札価格（契約額）としますので、入札者は、消費税及び地方消費税にかかる

課税・免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

を入札書に記載してください。 

（６）入札執行回数は、１回とします。 

 

７ 入札の無効 

４に定める競争入札に参加する資格のない者のした入札及び競争入札参加資格確認申請書を

提出しない者又は競争入札参加資格確認申請書に虚偽の記載をした者の入札、宇陀市契約規則

（平成１８年１月１日宇陀市規則第４４号）第８条に該当する入札及び入札に関する条件に違反

した入札は無効とします。 

 

８ 落札者の決定方法等 

（１）入札者のうち、予定価格及び最低制限価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札

を行った者を落札候補者とします。落札候補者（落札候補順位を含む）については、開札後、

電子入札システムにより入札参加者に通知します。 

開札後、落札候補者に事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書及び審査書類

（経審事項・工事施工実績事項・技術者事項の各事項を証する関係書類）の提出を求め、入札

参加資格の確認を行った上で、落札候補者決定日から３日以内（休日は含まず）に落札者を決

定します。 
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※落札候補者は、落札候補の決定の翌日（休日は含まず）までに、次の書類を総務課に提出く

ださい。 

①建設業許可通知書の写し 

②経営事項審査結果通知書の写し 

③施工実績に関する契約書及び設計図書の写し又は、工事概要が記載された工事施工証明又は

コリンズ証明（竣工時カルテ受領書）の写し等の登録業種にかかる元請け実績及び配置技術

者の従事実績が確認できる書類 

④資格者証（配置技術者のみ） 

⑤経歴書（配置技術者及び現場代理人） 

⑥配置技術者及び現場代理人との雇用関係に関すること（配置技術者は 3カ月以上の雇用関係

が必要） 

次に掲げる書類のうち落札候補者との直接的かつ恒常的な雇用関係が確認できるものの何

れか１部 

・「監理技術者資格者証」の写し 

・「健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書」の写し 

・「事業所別被保険者台帳照会」の写し 

・「住民税特別徴収税額の通知書（又は住民税特別徴収税額の変更通知書）」の写し 

・「所得税の確定申告書」の写し 

・「源泉徴収票」の写し 

・雇用証明書等の写し（任意様式） 

・その他配置技術者及び現場代理人との雇用関係を認めることのできる書類 

（２）落札者については、電子入札システムにより入札参加者に通知します。 

（３）開札の結果、落札候補者となるべき同価の入札をした者が２者以上あるときは、落札候補者

決定を保留し、くじで落札候補者を決定します。くじは、電子入札システムにより行います。 

 

９ 技術者の配置 

落札者は、事後審査型条件付き一般競争入札参加資格確認申請書に記載された配置予定技術者

を当該工事の現場に配置するものとします。 

工事の施工にあたって、資料に記載した配置予定技術者を変更できるのは、病床、死亡、退職

等の特別な場合に限ります。 

 

１０ その他 

（１）契約書作成の要否 

要します。 

（２）見積根拠資料に関する事項 

① 入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した見積根拠資料（工事費内訳書）の提

出を求めます。 

② 見積根拠資料（工事費内訳書）は、示された全項目に金額を明示し、工事番号、工事名、

工事場所、及び住所・会社名・代表者名を記載し、記名が必要です。 

③ 見積根拠資料（工事費内訳書）は、契約上の権利義務を生じさせるものではありませんが、

下記の場合の入札書は失格となりますので、間違いのないように作成して下さい。 

（ア）見積根拠資料（工事費内訳書）を提出しない場合 

（イ）見積根拠資料（工事費内訳書）の「入札書又は見積書記載金額」欄に記載される額が「入

札書」に記載されている額と一致していない場合 

（ウ）見積根拠資料（工事費内訳書）の「工事番号」・「工事名」等の内容と、「入札書」に記

載されている内容が一致していない場合 

（エ）見積根拠資料（工事費内訳書）において各工種の計算が異なっている場合又それぞれの

積み上げ計算が間違っている場合 

（オ）見積根拠資料（工事費内訳書）において工種ごとの一式金額・直接工事費計・共通仮設
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費・現場管理費・一般管理費の各項目の金額を記載していない場合 

 

１１．入札に関する問い合わせ先 

〒６３３－０２９２ 奈良県宇陀市榛原下井足１７－３ 

宇陀市役所 総務部 総務課 

電話 ０７４５－８２－１３０２ 

 

１２．電子入札システム及び入札情報サービスシステムに関する問い合わせ先 

株式会社日立システムズ 

電話 ０５７０－０２１－７７７（電子入札総合ヘルプデスク） 

受付時間 午前９時から午後５時３０分まで（正午から午後１時までを除きます。） 

 

別 表 

 

 工事業種 配置技術者の資格（いずれかに該当すること） 

 

ほ装工事 

 

①ほ装工事に関し、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等

学校（旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６号）による実業学校を含

む。）若しくは中等教育学校を卒業した後５年以上又は同法による大学

（旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学を含む。）若しくは

高等専門学校（旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門

学校を含む。）を卒業した後３年以上実務の経験を有する者で在学中に

土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又は造

園に関する学科を含む。以下同じ。）、都市工学、衛生工学又は交通工

学に関する学科を修めた者 

②ほ装工事に関し１０年以上実務の経験を有する者 

③ほ装工事に関し、旧実業学校卒業程度検定規程（大正１４年文部省令

第３０号）による検定で土木工学、都市工学、衛生工学又は交通工学

に関する学科に合格した後５年以上又は専門学校卒業程度検定規程

（昭和１８年文部省令第４６号）による検定で土木工学、都市工学、

衛生工学又は交通工学に関する学科に合格した後３年以上実務の経験

を有する者 

④建設業法による技術検定のうち検定種目を建設機械施工又は１級の土

木施工管理若しくは２級の土木施工管理（種別を「土木」とするもの

に限る。）とするものに合格した者 

⑤技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第２次試験のうち技術部

門を建設部門又は総合技術監理部門（選択科目を建設部門に係るもの

とするものに限る。）に合格した者 

⑥これらと同等以上の能力を有するものと国土交通大臣が認める者 

 


